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環境目標３  資源循環に配慮した暮らしを育むまち

環境指標のみとし、活動指標は設定しない。

環境目標４ 健康で安全・安心・快適に暮らせるまち

指標 現状値
令和３（2021）年度

目標値
令和 14（2032）年度

大気・悪臭関係の苦情件数 3 件 0 件

騒音・振動関係の苦情件数 1 件 0 件

水質関係の苦情件数 0 件 0 件

河川清掃への参加者数 724 人 1,575 人

農業集落排水処理を含む下水道普及率 76.6% 78.8％
（令和 9 年度）

地下水揚水量 1,955 ㎥/日 3,200 ㎥/日

地区計画を定めている地区数（累計） 15 地区 16 地区

環境目標５  みんなで取り組む環境づくりのまち

指標 現状値
令和３（2021）年度

目標値
令和 14（2032）年度

環境関係住民団体数（再掲） 4 団体 8 団体

ゴミゼロ・クリーン久喜市民運動参加者人
数

0 人※ 26,000 人

不法投棄苦情件数 5 件 0 件

小・中学校における環境学習の実施数（再
掲）

168 回 186 回

公園管理団体数（再掲） 151 団体 156 団体
※1 新型コロナウイルス感染症の感染拡大のため開催中止。
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８ 久喜市の環境に関する意識調査結果の概要

３－１  意識調査の実施概要

久喜市では、2013（平成25）年3月に「久喜市環境基本計画（地球温暖化対策実行計画
（区域施策編）含む）」を策定し、環境の保全及び創造と地球温暖化対策に関する施策を総
合的かつ計画的に推進してきました。
現計画の期間が満了を迎えることと、気候変動対策など昨今の国内外の動向の変化を受

け、令和5年度を初年度とする「第2次久喜市環境基本計画」を策定することとなりました。
新たな計画を策定するにあたり、市民・事業者の環境活動への取組状況や地球温暖化対策

関連設備の導入状況、今後の取組の可能性等を把握し、計画へ反映させるために、アンケー
ト調査を実施しました。

実施概要
項 目 市民 事業者

調査対象 久喜市に住む満 18歳以上の
1,500 人

久喜市内の事業所 400か所

抽出法 「住民基本台帳」からの無作
為抽出

事業所名簿等からの無作為抽
出

調査方法 配付方法：調査票の郵送
回収方法：返信用封筒による郵送及びWEB回答

調査期間 令和４年１月 14日
～2月 4日

令和 4年 1月 14日
～2月 11日

配布数 1,500 400
回収数
(うちWEB回答数）

570
(84)

168
(19)

回収率 38.0% 42.0%
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３－２  市民アンケート結果の概要

久喜市の環境に関する満足度

・「身近に自然に親しめる空間がある」、「きれいな空気が保たれている」、「ごみの減量が進
み、適切に収集・処理されている」などについての満足度が高くなっている。

・一方、「自然景観とまちなみが調和した魅力的な景観がある」、「太陽光など再生可能エネ
ルギーが活用された暮らしができている」、「緑と親しめる公園・緑地が整備されている」
などについては不満度が高い。

満足 不満
（計） （計）

『満足（計）』：「満足」「まあ満足」の合計

『不満（計）』：「やや不満」「不満」の合計

①身近に自然に親しめる空間がある

②希少な野生生物の生息・生育空間が守られている

③河川や水路、湿地と親しめる空間がある

④環境に配慮した農業が行われ、豊かな水田・畑がある

⑤緑と親しめる公園・緑地が整備されている

⑥自然景観とまちなみが調和した魅力的な景観がある

⑦ごみの散乱がなく、まちがきれいである

⑧きれいな空気が保たれている

⑨安心できれいな水が保たれている

⑩土壌汚染や地盤沈下が防止されている

⑪騒音・振動の少ない静かな生活が守られている

⑫ごみの減量が進み、適切に収集・処理されている

⑬化学物質のリスクが低減され、安心して暮らすことができる

⑭省エネなど、温室効果ガスが削減できる暮らしができている

⑮太陽光など再生可能エネルギーが活用された暮らしができている

⑯資源が活用され、リサイクルが積極的に行われている

⑰風水害や土砂災害などの対策がされており、安心して暮らすことができる

⑱歴史的文化が自然環境と一体となって保全されている

⑲環境学習の機会がある

⑳環境保全のための情報が提供され、取り組みやすい

㉑環境に関する市の支援が受けられる

満足 まあ満足 普通 やや不満 不満 不明
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普段取り組んでいる環境活動

・「空き缶やびん、ペットボトル、古紙などの資源を分別している」が最も多い。
・次いで、「冷暖房を使用するときは温度設定に気を付けている」、「不要な照明やテレビは
こまめに消す」に8割以上の市民が取り組んでいる。

・資源集団回収以外の地域活動については取組率が低く、自然環境の保全活動や環境に関す
る講座、観察会などに取組んでいる市民は１割以下となっている。

不要な照明やテレビはこまめに消す

冷暖房を使用するときは温度設定に気を付けている

近くへの移動はできるだけ自転車を利用している

生ごみを減らすために食材は使いきる

外出の際、マイボトルを持参している

空き缶やびん、ペットボトル、古紙などの資源を分別している

環境ラベル、省エネラベルなどを参考にして環境に優しい商品を購入している

地域の資源集団回収に参加している

公園や川などの地域の清掃活動をしている

花植えや植樹などの地域の緑化活動をしている

樹林や水辺などの自然環境の保全活動をしている

環境に関する学習講座、講演会、自然観察会に参加している

取り組んでいる 今後取り組みたい 取り組むのは難しい 不明
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①ＬＥＤなどの高効率照明

②電力消費や待機電力の少ない家電製品

③ペアガラスや二重サッシなど気密性の高い窓・サッシ

④壁、床、天井などの断熱

⑤エコジョーズ、エコウィル、エコキュートなど、効率の良い給湯器

⑥家庭用燃料電池システム（エネファーム）

⑦住宅用太陽熱利用システム

⑧住宅用太陽光発電システム

⑨家庭用蓄電池システム

⑩ （ホームエネルギーマネジメントシステム）

⑪再生可能エネルギー、自然エネルギー由来の電力（電力会社の切り替え）

⑫ （プラグイン・ハイブリッド・カー）

⑬ （電気自動車）

⑭雨水浸透・貯留設備

⑮地中熱利用システム

⑯ ネット・ゼロ・エネルギーハウス

導入済み 導入検討中（予定含む） 予定はないが、関心はある 関心はない、又は該当しない 不明

地球温暖化対策設備機器の導入状況

・「LEDなどの高効率照明」が70.7%と最も導入率が高い。
・「電力消費や待機電力の少ない家電製品」、「壁、床、天井などの断熱」、「ペアガラスや二
重サッシなど気密性の高い窓・サッシ」、「エコジョーズ、エコウィル、エコキュートなど、
効率の良い給湯器」と、住居形態に関わらず導入できるものについては導入率が高い。

・「再生可能エネルギー、自然エネルギー由来の電力」、「家庭用蓄電池システム」、「家庭用
燃料電池システム（エネファーム）」は、5割以上の人が『予定はないが、関心はある』と
回答している。
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公園や広場などが多いゆとりのあるまちづくり

ポイ捨てや不法投棄の防止などのまちの美化推進

大気、騒音・振動、悪臭などの公害対策

気候変動（異常気象）に伴う水害や土砂災害の軽減、健康被害への対策

ごみの減量・分別やリサイクルの推進

河川等の水質改善、水循環の健全化

土壌・地下水汚染や有害化学物質への対策

食品ロスの削減

プラスチックごみへの対策

まちの緑化の推進

太陽光などの再生可能エネルギーの活用推進

省エネルギーなどの温室効果ガス排出量の削減対策

まちの景観の保全

貴重な動植物の保全と生き物が住み続けられる環境づくり

里山などの自然環境や水辺の環境保全

環境教育・環境学習の充実

市民や事業所が主体となって行う環境活動への支援

環境イベントや情報発信などによる意識啓発の推進

その他

市が重点的に取り組むべき環境施策

・「公園や広場などが多いゆとりのあるまちづくり」、「ポイ捨てや不法投棄の防止などのま
ちの美化推進」、「大気、騒音・振動、悪臭などの公害対策」が多くなっており、生活環境
の快適さに関する項目が重視されていることが伺える。

・地球温暖化対策・エネルギー対策、生物多様性を含む自然環境保全に関する項目の回答率
は低く、施策の目的や成果などの情報発信がさらに必要と考えられる。
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ちの美化推進」、「大気、騒音・振動、悪臭などの公害対策」が多くなっており、生活環境
の快適さに関する項目が重視されていることが伺える。
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①大気汚染防止（設備等の設置など）

②排水対策の実施

③防音対策の実施（低騒音型機器の導入など）

④悪臭防止対策の実施

⑤有害物質の使用削減

⑥事業所敷地内や周辺の自然環境の保全・再生

⑦温室効果ガス排出量の把握・抑制

⑧特定フロンの使用削減

⑨電気やガス使用量の削減など省エネルギーの実践

⑩省エネルギー診断等の受診

⑪水の有効利用（雨水利用等）

⑫エコ・ドライブの実践

⑬共同輸配送等の物流の合理化

⑭廃棄物の減量化や有効利用、再利用

⑮使用済み製品や容器等の回収

⑯自社製品のリサイクル

⑰食品ロスの削減

⑱プラスチックごみの削減・代替品の検討

⑲環境にやさしい商品の開発

⑳ やエコアクション 等の （環境マネジメントシステム）の導入

㉑社員に対する環境教育の実施

㉒環境情報の開示（ レポート等）

既に取り組んでいる 取組を検討中 取り組む予定はない 当社には該当しない 不明

３－３  事業者アンケート結果の概要

事業所で取り組んでいる環境活動

・実施率が高かったのは「電気やガス使用量の削減など省エネルギーの実践」、「廃棄物の減
量化や有効利用、再利用」、「使用済み製品や容器等の回収」、で4割以上の事業者で取り組
まれている。

・『取組を検討中』を合わせると、上記のほか「社員に対する環境教育の実施」、「エコ・ド
ライブの実践」、「事業所敷地内や周辺の自然環境の保全・再生」の回答率が高い。

・一方『取り組む予定はない』とされたのは「水の有効利用（雨水利用等）」、「省エネルギ
ー診断等の受診」、「環境情報の開示（CSRレポート等）」となっている。
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① などの高効率照明

②省エネ性能の高いエアコン、モニター、 などの導入

③高効率ボイラー、モーターなどの動力機

④ヒートポンプ、潜熱回収、ガスエンジンなどの高効率空調機

⑤冷水・冷却水ポンプ、空調機などのインバーター制御

⑥コージェネレーションシステム

⑦建築物の省エネ性能の向上

⑧高効率な自家発電設備

⑨ （ビルエネルギーマネジメントシステム）

⑩ （プラグイン・ハイブリッド・カー）

⑪ （電気自動車）

⑫太陽光発電システム

⑬蓄電池システム

導入済み 導入検討中（予定含む） 導入予定はないが、関心はある 導入予定はない 不明

地球温暖化対策設備機器の導入状況

・『導入済み』は、「LEDなどの高効率照明」が最も高く、次いで「省エネ性能の高いエアコ
ン、モニター、PCなどの導入」となっている。

・『導入検討中』については上記2項目に次いで、「PHV（プラグイン・ハイブリッド・カー）」、
「EV（電気自動車）」が多い。

・『予定はないが、関心はある』については、「EV（電気自動車）」、「蓄電池システム」、「太
陽光発電システム」、「建築物の省エネ性能の向上」で回答率が高い。

・「BEMS」については、建物の形態に関わらず総じて導入意向が低い。
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ごみの減量・分別やリサイクルの推進

省エネルギー活動など温室効果ガス排出量の削減対策

太陽光など再生可能エネルギーの活用推進

環境イベントなどの参加

水辺や樹林など自然環境の保全対策

動植物の保全と生き物の住める環境づくり

環境教育・環境学習の推進

その他

特になし

寄付金、協賛金などの資金援助

社員の派遣などの人的労力の支援

自社が保有するノウハウ、専門技術の提供

自社が保有する会議室、ホール等の施設の提供

イベント企画、運営ノウハウの提供

自社製品の貸与、提供

パンフレット作成やウェブサイト運営など活動 、情報発信の支援

その他

特になし

市や市民と協力、支援できる活動分野

・「ごみの減量・分別やリサイクルの推進」が最も多く、次いで、「省エネルギー活動など温
室効果ガス排出量の削減対策」、「太陽光など再生可能エネルギーの活用推進」となってい
る。

市や市民と協力、支援できる取組

・「特になし」が半数近い中、「寄付金、協賛金などの資金援助」、「社員の派遣などの人的労
力の支援」などの回答を得た。
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太陽光発電設備や省エネ機器などの導入に対する助成等の充実

温暖化対策に取り組んでいる事業所の優遇措置（税制等）の充実

市施設や市内への太陽光など再生可能エネルギーの積極的な活用

地球温暖化や気候変動に関する情報提供・ＰＲの充実

電気自動車（ＥＶ）充電設備の整備

再生可能エネルギーを面的・効率的に利用できるまちづくり

市民・事業者・市の連携による温室効果ガス排出抑制や削減のための仕組みづくり

地球温暖化対策に積極的に取り組んでいる市民団体を応援する制度

再エネ事業者や地域電力会社の活用

その他

市が重点的に進めるべき地球温暖化対策

・「太陽光発電設備や省エネ機器などの導入に対する助成等の充実」が最も多く、次いで、
「温暖化対策に取り組んでいる事業所の優遇措置（税制等）の充実」、「市施設や市内への
太陽光など再生可能エネルギーの積極的な活用」となっている。

・地球温暖化対策設備機器の導入においても、EV（電気自動車）、蓄電池システム、太陽光
発電システム、建築の省エネ改修などへの関心が高いことから、今後の導入に向けた支援
への期待が高くなっている。
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９ 温室効果ガス排出量の算定方法

・市域からの温室効果ガス排出量は、埼玉県が提供する「県内市町村温室効果ガス排出量算定
結果 2019 年度版」をもとに、各部門のエネルギー消費量、温室効果ガス排出量を整理し
ています。なお、一部の非エネルギー起源温室効果ガス排出量については、市町村別の活動
量を把握できないため、算定の対象から除外しています。

・一般廃棄物については、市内の焼却施設における一般廃棄物に含まれる廃プラスチックの焼
却処分量から積み上げ計算を行っています。

埼玉県市町村GHG排出量の算定方法
●エネルギー起源CO2

部門 算定方法 参考資料
産業 ●農林水産業、鉱業、建設業、製造業の 4 業種について個別

に算定を行う。
●業種別の電力・燃料需要を県内総量から按分推計し、排出

係数を乗じて CO2 排出量に換算する。按分に用いる活動量
は名目生産額。

●排出係数は県の算定値を使用する。

➢ 資源エネルギー庁「都道
府県別エネルギー消費統
計」

➢ 埼玉県統計課「埼玉県市
町村民経済計算」

業務 ●電気・ガス・水道・廃棄物処理業、卸売・小売業、運輸・郵
便業、宿泊・飲食サービス業、情報通信業、金融・保険業、
不動産業、専門・科学技術・業務支援サービス業、公務、教
育、保健衛生・社会事業、その他のサービスの 12 業種につ
いて個別に算定を行う。

●業種別の電力・燃料需要を県内総量から按分推計し、排出
係数を乗じて CO2 排出量に換算する。按分に用いる活動量
は名目生産額。

●排出係数は県の算定値を使用する。

➢ 資源エネルギー庁「都道
府県別エネルギー消費統
計」

➢ 埼玉県統計課「 埼玉県市
町村民経済計算」

家庭 ●家庭の電力・燃料需要については、電力・ガス小売完全自由
化の影響によって市町村データの取得が困難になったた
め、 統計モデルを用いて推計する。

●まず、県内の家庭部門における電力・燃料需要を推計する
ための統計モデルを構築する。次に、市町村別の社会経済
データをモデルに入力し、得られる推計値を各市町村の電
力・燃料需要とみなす。市町村の合計と県内総量が一致す
るように各市町村の電力・燃料需要を補正したのち、排出
係数を乗じて CO2 排出量に換算する。

●排出係数は県の算定値を使用する

➢ 資源エネルギー庁「都道
府県別エネルギー消費統
計」

➢ 埼玉県統計課「埼玉県推
計人口」

➢ 総務省統計局「社会・人口
統計体系」

➢ 総務省統計局「消費者物
価指数（さいたま市、2015
年基準）」

➢ 気象庁「日平均気温（熊
谷）」 など

運輸 ●自動車は乗用車、乗合車、二輪車、貨物車の 4 車種につい
て、鉄道は旅客と貨物の 2 区分について個別に算定を行う。

●自動車の利用に伴う CO2 排出量は、車種別の燃料需要を国
内総量から按分推計したのち、排出係数を乗じて算定する。
按分に用いる活動量は自動車保有台数。

●鉄道の利用に伴う CO2 排出量は、区分別の電力・燃料需要
を国内総量から按分推計したのち、排出係数を乗じて算定
する。按分に用いる活動量は人口。

●排出係数は全国の算定値を使用する。

➢ 資源エネルギー庁「総合
エネルギー統計」

➢ 埼玉県統計課「埼玉県統
計年鑑」

➢ 埼玉県統計課「埼玉県推
計人口」
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●非エネルギー起源CO2

排出源 算定方法 参考資料
工業プロセス ●セメント、生石灰、ソーダ石灰ガラスの製造に伴う

CO2 排出量を算定の対象とする。
●セメント製造に伴う CO2 排出量は、クリンカ生産

量に排出係数を乗じて算定する。
●生石灰およびソーダ石灰ガラスの製造に伴う CO2

排出量は、目標設定型排出量取引制度で事業所から
収集した実績値を使用する。

●排出係数は環境省マニュアルの掲載値を使用する。

➢ セメント新聞社「セメン
ト年鑑」

➢ 環境省「地方公共団体実
行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」

➢ 埼玉県温暖化対策課調査

一般廃棄物に含
まれる廃プラス
チックの焼却処
分

●一般廃棄物に含まれる廃プラスチックの焼却処分
に伴う CO2 排出量を算定の対象とする。

●久喜市発生分の年間焼却処理量に、久喜宮代清掃セ
ンターにおける水分率、廃プラスチック率（ビニー
ル、合成樹脂、ゴム、皮革類の割合）を乗じて廃プ
ラスチック焼却量を算定したのち、排出係数を乗じ
て CO2 排出量に換算する。

●排出係数は環境省マニュアルの掲載値を使用する。

➢ 資源循環推進課「久喜市
発生分の年間焼却処理量」

➢ 環境省「一般廃棄物処理
実態調査（施設設備状況、
ごみ処理状況）」

➢ 環境省「地方公共団体実
行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」

一般廃棄物の
焼却処分

●一般廃棄物の焼却処分に伴う CH4 と N2O の排出量
を算定の対象とする。

●焼却施設ごとの年間処理量に、CH4 と N2O の排出
係数を乗じて推計する。

●GHG 排出量は、ガス種別の地球温暖化係数を乗じ
て CO2 排出量に換算する。

●排出係数と地球温暖化係数は環境省マニュアルの
掲載値を使用する。

➢ 環境省「一般廃棄物処理
実態調査（施設設備状況、
ごみ処理状況）」

➢ 環境省「地方公共団体実
行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」

下水処理 ●くみ取り式便槽、コミュニティ・プラント、単独処
理浄化槽、合併処理浄化槽、し尿処理施設に由来す
る CH4 と N2O の排出量を算定の対象とする。

●くみ取り式便槽、コミュニティ・プラント、単独処
理浄化槽、合併処理浄化槽に由来する GHG 排出量 
は、利用人口に排出係数を乗じて算定する。

●し尿処理施設に由来する GHG 排出量は、し尿処理
量に排出係数を乗じて算定する。

●GHG 排出量は、ガス種別の地球温暖化係数を乗じ
て CO2 排出量に換算する。

●排出係数と地球温暖化係数は環境省マニュアルの
掲載値を使用する。

➢ 環境省「一般廃棄物処理
実態調査（し尿処理状況）」

➢ 環境省「地方公共団体実
行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」

稲作 ●水田に由来する CH4 排出量を算定の対象とする。
●水稲の作付面積に排出係数（間欠灌漑水田）を乗じ

て CH4 排出量を算定する。
●CH4 排出量は、地球温暖化係数を乗じて CO2 排出

量に換算する。
●排出係数と地球温暖化係数は環境省マニュアルの

掲載値を使用。

➢ 農林水産省「作物統計」
➢ 環境省「地方公共団体実

行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」
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９ 温室効果ガス排出量の算定方法

・市域からの温室効果ガス排出量は、埼玉県が提供する「県内市町村温室効果ガス排出量算定
結果 2019 年度版」をもとに、各部門のエネルギー消費量、温室効果ガス排出量を整理し
ています。なお、一部の非エネルギー起源温室効果ガス排出量については、市町村別の活動
量を把握できないため、算定の対象から除外しています。

・一般廃棄物については、市内の焼却施設における一般廃棄物に含まれる廃プラスチックの焼
却処分量から積み上げ計算を行っています。

埼玉県市町村GHG排出量の算定方法
●エネルギー起源CO2

部門 算定方法 参考資料
産業 ●農林水産業、鉱業、建設業、製造業の 4 業種について個別

に算定を行う。
●業種別の電力・燃料需要を県内総量から按分推計し、排出

係数を乗じて CO2 排出量に換算する。按分に用いる活動量
は名目生産額。

●排出係数は県の算定値を使用する。

➢ 資源エネルギー庁「都道
府県別エネルギー消費統
計」

➢ 埼玉県統計課「埼玉県市
町村民経済計算」

業務 ●電気・ガス・水道・廃棄物処理業、卸売・小売業、運輸・郵
便業、宿泊・飲食サービス業、情報通信業、金融・保険業、
不動産業、専門・科学技術・業務支援サービス業、公務、教
育、保健衛生・社会事業、その他のサービスの 12 業種につ
いて個別に算定を行う。

●業種別の電力・燃料需要を県内総量から按分推計し、排出
係数を乗じて CO2 排出量に換算する。按分に用いる活動量
は名目生産額。

●排出係数は県の算定値を使用する。

➢ 資源エネルギー庁「都道
府県別エネルギー消費統
計」

➢ 埼玉県統計課「 埼玉県市
町村民経済計算」

家庭 ●家庭の電力・燃料需要については、電力・ガス小売完全自由
化の影響によって市町村データの取得が困難になったた
め、 統計モデルを用いて推計する。

●まず、県内の家庭部門における電力・燃料需要を推計する
ための統計モデルを構築する。次に、市町村別の社会経済
データをモデルに入力し、得られる推計値を各市町村の電
力・燃料需要とみなす。市町村の合計と県内総量が一致す
るように各市町村の電力・燃料需要を補正したのち、排出
係数を乗じて CO2 排出量に換算する。

●排出係数は県の算定値を使用する

➢ 資源エネルギー庁「都道
府県別エネルギー消費統
計」

➢ 埼玉県統計課「埼玉県推
計人口」

➢ 総務省統計局「社会・人口
統計体系」

➢ 総務省統計局「消費者物
価指数（さいたま市、2015
年基準）」

➢ 気象庁「日平均気温（熊
谷）」 など

運輸 ●自動車は乗用車、乗合車、二輪車、貨物車の 4 車種につい
て、鉄道は旅客と貨物の 2 区分について個別に算定を行う。

●自動車の利用に伴う CO2 排出量は、車種別の燃料需要を国
内総量から按分推計したのち、排出係数を乗じて算定する。
按分に用いる活動量は自動車保有台数。

●鉄道の利用に伴う CO2 排出量は、区分別の電力・燃料需要
を国内総量から按分推計したのち、排出係数を乗じて算定
する。按分に用いる活動量は人口。

●排出係数は全国の算定値を使用する。

➢ 資源エネルギー庁「総合
エネルギー統計」

➢ 埼玉県統計課「埼玉県統
計年鑑」

➢ 埼玉県統計課「埼玉県推
計人口」
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●非エネルギー起源CO2

排出源 算定方法 参考資料
工業プロセス ●セメント、生石灰、ソーダ石灰ガラスの製造に伴う

CO2 排出量を算定の対象とする。
●セメント製造に伴う CO2 排出量は、クリンカ生産

量に排出係数を乗じて算定する。
●生石灰およびソーダ石灰ガラスの製造に伴う CO2

排出量は、目標設定型排出量取引制度で事業所から
収集した実績値を使用する。

●排出係数は環境省マニュアルの掲載値を使用する。

➢ セメント新聞社「セメン
ト年鑑」

➢ 環境省「地方公共団体実
行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」

➢ 埼玉県温暖化対策課調査

一般廃棄物に含
まれる廃プラス
チックの焼却処
分

●一般廃棄物に含まれる廃プラスチックの焼却処分
に伴う CO2 排出量を算定の対象とする。

●久喜市発生分の年間焼却処理量に、久喜宮代清掃セ
ンターにおける水分率、廃プラスチック率（ビニー
ル、合成樹脂、ゴム、皮革類の割合）を乗じて廃プ
ラスチック焼却量を算定したのち、排出係数を乗じ
て CO2 排出量に換算する。

●排出係数は環境省マニュアルの掲載値を使用する。

➢ 資源循環推進課「久喜市
発生分の年間焼却処理量」

➢ 環境省「一般廃棄物処理
実態調査（施設設備状況、
ごみ処理状況）」

➢ 環境省「地方公共団体実
行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」

一般廃棄物の
焼却処分

●一般廃棄物の焼却処分に伴う CH4 と N2O の排出量
を算定の対象とする。

●焼却施設ごとの年間処理量に、CH4 と N2O の排出
係数を乗じて推計する。

●GHG 排出量は、ガス種別の地球温暖化係数を乗じ
て CO2 排出量に換算する。

●排出係数と地球温暖化係数は環境省マニュアルの
掲載値を使用する。

➢ 環境省「一般廃棄物処理
実態調査（施設設備状況、
ごみ処理状況）」

➢ 環境省「地方公共団体実
行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」

下水処理 ●くみ取り式便槽、コミュニティ・プラント、単独処
理浄化槽、合併処理浄化槽、し尿処理施設に由来す
る CH4 と N2O の排出量を算定の対象とする。

●くみ取り式便槽、コミュニティ・プラント、単独処
理浄化槽、合併処理浄化槽に由来する GHG 排出量 
は、利用人口に排出係数を乗じて算定する。

●し尿処理施設に由来する GHG 排出量は、し尿処理
量に排出係数を乗じて算定する。

●GHG 排出量は、ガス種別の地球温暖化係数を乗じ
て CO2 排出量に換算する。

●排出係数と地球温暖化係数は環境省マニュアルの
掲載値を使用する。

➢ 環境省「一般廃棄物処理
実態調査（し尿処理状況）」

➢ 環境省「地方公共団体実
行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」

稲作 ●水田に由来する CH4 排出量を算定の対象とする。
●水稲の作付面積に排出係数（間欠灌漑水田）を乗じ

て CH4 排出量を算定する。
●CH4 排出量は、地球温暖化係数を乗じて CO2 排出

量に換算する。
●排出係数と地球温暖化係数は環境省マニュアルの

掲載値を使用。

➢ 農林水産省「作物統計」
➢ 環境省「地方公共団体実

行計画（区域施策編）策定・
実施マニュアル算定手法
編 Ver. 1.0」
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温室効果ガス排出量の将来予測手法

推計にあたっての設定条件・推計手法

・エネルギー消費量、温室効果ガス排出量の将来推計は、「地方公共団体実行計画（区域施策
編）策定・実施マニュアル 算定手法編 Ver．1.1」を参考としつつ、以下の考え方のもとで
推計を行いました。

・基準年度を 2013年度とする。
・将来推計に用いる過去トレンドのデータは、電力排出係数の影響を受けないエネルギー
消費量データ、もしくは活動量データとする。

・総合計画等における将来人口など政策加味された将来データは使用しない。
・エネルギー消費量もしくは活動量の将来予測値から温室効果ガス排出量への変換は、電
力排出係数を最新の 2019 年度値で固定するという観点から、2019 年度の炭素集約度
もしくはエネルギー原単位（2019 年度排出量/2019年度活動量）をもって変換する。

・一般廃棄物については、資源循環推進課による将来ごみ発生量・処分量予測結果をもと
に推計を行う。

推計手法の概要（一般廃棄物を除く）
推計手法 概要

エネルギー消
費量のトレン
ドからの推計

直線回帰を用いた予測 ・エネルギー消費量の各部門の過去実績から直線
回帰式を設定して推計

対前年度増加率平均を用
いた予測

・エネルギー消費量の各部門の過去実績から対前
年度増加率の相乗平均を算出し、以降も同傾向の
増加率が継続すると仮定して推計

活動量のトレ
ンドからの推
計

直線回帰を用いた予測 ・活動量の各部門の過去実績から直線回帰式を設
定して推計

対前年度増加率平均を用
いた予測

・活動量の各部門の過去実績から対前年度増加率
の相乗平均を算出し、以降も同傾向の増加率が継
続すると仮定して推計

活動量及び原
単位からの推
計

活動量、原単位の近似曲線
を用いた予測

・活動量の各部門の過去実績から近似曲線を設定
して推計

・原単位（活動量当たりエネルギー消費量）の過去
実績から近似曲線を設定して推計

・活動量/原単位でエネルギー消費量を推計
活動量、原単位の対前年度
増加率平均を用いた予測

・活動量の各部門の過去実績から対前年度増加率
の相乗平均を算出し、以降も同傾向の増加率が継
続すると仮定して推計

・原単位（活動量当たりエネルギー消費量）の過去
実績から対前年度増加率の相乗平均を算出し、以
降も同傾向の増加率が継続すると仮定して推計

・活動量/原単位でエネルギー消費量を推計
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採用した推計手法

・前述の６パターンの推計手法を試算した結果、以下のとおり、活動量、原単位の近似曲線を
用いた予測を採用しました。

推計手法の検討結果

推計手法
採用
結果

採用の理由

エネルギー消
費量のトレン
ドからの推計

直線回帰を用いた予測 ✕
・農林水産業、建設業の予測値が将来時点
にマイナス値になるなど増減の理由の
説明がつけられない。

対前年度増加率平均を用
いた予測 ○

・予測値が過去トレンドの傾向と整合し
ており、増減の理由の説明が可能であ
る。

活動量のトレ
ンドからの推
計 直線回帰を用いた予測 ✕

・家庭部門、運輸部門の予測値が過去トレ
ンドの傾向と一致せず、予測値が増加
に転じるなど、原単位（活動量当たりエ
ネルギー消費量）の減少傾向との整合
がつけられない。

対前年度増加率平均を用
いた予測 ✕

・家庭部門、運輸部門の予測値が過去トレ
ンドの傾向と一致せず、予測値が増加
に転じるなど原単位（活動量当たりエ
ネルギー消費量）の減少傾向との整合
がつけられない。

活動量及び原
単位からの推
計

活動量、原単位の近似曲線
を用いた予測 ◎ ・予測値が過去トレンドの傾向と整合し

ており、増減の理由の説明が可能であ
る。

活動量、原単位の対前年度
増加率平均を用いた予測 ○

・予測値が過去トレンドの傾向と整合し
ており、増減の理由の説明が可能であ
る。
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温室効果ガス排出量の将来予測手法

推計にあたっての設定条件・推計手法

・エネルギー消費量、温室効果ガス排出量の将来推計は、「地方公共団体実行計画（区域施策
編）策定・実施マニュアル 算定手法編 Ver．1.1」を参考としつつ、以下の考え方のもとで
推計を行いました。

・基準年度を 2013年度とする。
・将来推計に用いる過去トレンドのデータは、電力排出係数の影響を受けないエネルギー
消費量データ、もしくは活動量データとする。
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・一般廃棄物については、資源循環推進課による将来ごみ発生量・処分量予測結果をもと
に推計を行う。

推計手法の概要（一般廃棄物を除く）
推計手法 概要

エネルギー消
費量のトレン
ドからの推計

直線回帰を用いた予測 ・エネルギー消費量の各部門の過去実績から直線
回帰式を設定して推計

対前年度増加率平均を用
いた予測

・エネルギー消費量の各部門の過去実績から対前
年度増加率の相乗平均を算出し、以降も同傾向の
増加率が継続すると仮定して推計

活動量のトレ
ンドからの推
計

直線回帰を用いた予測 ・活動量の各部門の過去実績から直線回帰式を設
定して推計

対前年度増加率平均を用
いた予測

・活動量の各部門の過去実績から対前年度増加率
の相乗平均を算出し、以降も同傾向の増加率が継
続すると仮定して推計

活動量及び原
単位からの推
計

活動量、原単位の近似曲線
を用いた予測

・活動量の各部門の過去実績から近似曲線を設定
して推計

・原単位（活動量当たりエネルギー消費量）の過去
実績から近似曲線を設定して推計

・活動量/原単位でエネルギー消費量を推計
活動量、原単位の対前年度
増加率平均を用いた予測

・活動量の各部門の過去実績から対前年度増加率
の相乗平均を算出し、以降も同傾向の増加率が継
続すると仮定して推計

・原単位（活動量当たりエネルギー消費量）の過去
実績から対前年度増加率の相乗平均を算出し、以
降も同傾向の増加率が継続すると仮定して推計

・活動量/原単位でエネルギー消費量を推計
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採用した推計手法

・前述の６パターンの推計手法を試算した結果、以下のとおり、活動量、原単位の近似曲線を
用いた予測を採用しました。

推計手法の検討結果

推計手法
採用
結果

採用の理由

エネルギー消
費量のトレン
ドからの推計

直線回帰を用いた予測 ✕
・農林水産業、建設業の予測値が将来時点
にマイナス値になるなど増減の理由の
説明がつけられない。

対前年度増加率平均を用
いた予測 ○

・予測値が過去トレンドの傾向と整合し
ており、増減の理由の説明が可能であ
る。

活動量のトレ
ンドからの推
計 直線回帰を用いた予測 ✕

・家庭部門、運輸部門の予測値が過去トレ
ンドの傾向と一致せず、予測値が増加
に転じるなど、原単位（活動量当たりエ
ネルギー消費量）の減少傾向との整合
がつけられない。

対前年度増加率平均を用
いた予測 ✕

・家庭部門、運輸部門の予測値が過去トレ
ンドの傾向と一致せず、予測値が増加
に転じるなど原単位（活動量当たりエ
ネルギー消費量）の減少傾向との整合
がつけられない。

活動量及び原
単位からの推
計

活動量、原単位の近似曲線
を用いた予測 ◎ ・予測値が過去トレンドの傾向と整合し

ており、増減の理由の説明が可能であ
る。

活動量、原単位の対前年度
増加率平均を用いた予測 ○

・予測値が過去トレンドの傾向と整合し
ており、増減の理由の説明が可能であ
る。
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久喜市の気候変動の影響予測

気温の現状

熊谷地方気象台によるデータ

熊谷地方気象台の年平均気温は、100年あたりで約2.2℃上昇しており、日本の年平均気
温の上昇（約1.2℃／100年）より高い状況となっています。
また、真夏日、猛暑日、熱帯夜の日数は増加傾向に、冬日日数は減少傾向にあり、100年

あたりで真夏日は約21日増加、猛暑日は約17日増加、熱帯夜は約12日増加、冬日は約39日
減少となっています。猛暑日については、1970（昭和45）年以前は5日前後であった日数
が、現在は20日前後観測され、増加傾向が継続しています。

【出典：埼玉県気候変動適応センター】

熊谷地方気象台の年平均気温の推移

熊谷地方気象台の真夏日、猛暑日の推移
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久喜アメダスによるデータ
久喜市六万部にある気象庁の久喜アメダスの約30年分のデータによると、年平均気温は

約15℃で、地球温暖化や首都圏の都市化に伴うヒートアイランド現象の影響を受けて上昇
傾向が見られます。日最低気温より日最高気温の年平均の上昇傾向が大きくなっています。
一年間で最も高い気温である、「年最高気温」は上昇傾向にあり、1980年代までは38℃

を超える気温が観測される年は存在しませんでしたが、2010年代では数年に1回の割合で
38℃を超える気温が観測される年が存在します。一方で、一年間で最も低い気温である「年
最低気温」には変化傾向が見られず、2010年代にも-8℃以下の気温が観測される年が存在
します。

【出典：埼玉県気候変動適応センター】

久喜アメダスの気温の推移
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久喜市の気候変動の影響予測
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気温の上昇による暑熱環境の悪化に伴い、健康への影響も顕在化しています。
埼玉県における熱中症による搬送者数は、2010（平成22）年以降特に増加しており、2018（平

成30）年には、6,000人を超えています。

【出典：埼玉県消防課】
降水量の現状

熊谷地方気象台によるデータ

埼玉県における年降水量は、年による変動が大きく、一定の変化傾向は確認できておりま
せん。
滝のように降る雨（1時間降水量50mm以上）についても、年による変動が大きくなって

おり、有意な変化は見られませんが、最近10年間（2011～2020年）の平均年間発生回数
は、統計期間の最初の10年間（1979～1988年）と比べて約1.1倍に増えています。

【出典：埼玉県の気候変動（熊谷地方気象台・東京管区気象台）】

埼玉県の熱中症搬送者数と死亡者数の推移

埼玉県の１時間降水量50mm以上の発生回数の変化
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久喜アメダスによるデータ
年降水量は約1,300mm、1mm以上の雨の降る日数は約100日、50mm以上の大雨が降

る日数は約5日前後で推移しており、年ごとの値に変動は見られるものの、気温と異なり増
加傾向や減少傾向は見られません。

【出典：埼玉県気候変動適応センター】

気温・降水量の将来予測

埼玉県気候変動適応センターは、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第６次評価報
告書で用いられたシナリオを踏まえ、パリ協定の２℃目標が達成された「2℃上昇シナリオ」、
追加的な緩和策を取らなかった場合の「4℃上昇シナリオ」ごとの今世紀末の久喜市の平均
気温を予測しています。
予測結果によれば「2℃上昇シナリオ」では、今世紀末には16.2℃となり、現在と比較し

て1.3℃の上昇、「4℃上昇シナリオ」では18.8℃となり3.9℃の上昇が予測されています。
また、「日本の気候変動2020」（文部科学省・気象庁）を基にした埼玉県の将来予測にお

いては、年平均気温は「4℃上昇シナリオ」では約4.3℃上昇しますが、「2℃上昇シナリオ」
では約1.3℃上昇に留まると予測されています。猛暑日や熱帯夜については、「2℃上昇シナ
リオ」においても、猛暑日は9日程度、真夏日は18日程度、熱帯夜は13日程度増加すると予
測されています。
降水量では、滝のように降る雨（１時間降水量50mm以上）が、「4℃上昇シ

ナリオ」では約2.4倍に増加すると予測されています。また、無降水日（日降水
量1mm未満）は、「2℃上昇シナリオ」では変化はみられないものの、「4℃上昇
シナリオ」では年間約6日増えると予測されています。

久喜アメダスの降水量の推移
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久喜アメダスの降水量の推移
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【出典：埼玉県の気候変動（熊谷地方気象台・東京管区気象台）】

熊谷気象台の年平均気温の将来予測 熊谷気象台の猛暑日や熱帯夜等の将来予測

熊谷気象台の無降水日の将来予測埼玉県の1時間降水量50mm以上の将来予測

【出典：

埼玉県の2100年の気温・降水量の将来予測

2℃上昇シナリオ 4℃上昇シナリオ

14.9℃ → 16.2℃ 14.9℃ → 18.8℃

久喜市の2100年の年平均気温の将来予測
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久喜市の気候変動の影響評価

2021年11月に改定された国の「気候変動適応計画」及び「気候変動影響評価報告書」、を
踏まえ、久喜市において該当すると想定されるものを抽出し、気候変動の影響評価を整理し
ました。

影響評価凡例
【重大性】●：特に大きい  ◆：特に大きいとは言えない  －：現状では評価できない
【緊急性】●：高い        ▲：中程度       ■：低い   －：現状では評価できない
【確信度】●：高い        ▲：中程度       ■：低い   －：現状では評価できない

分野 項目 既に生じている気候変動影響
（〇：国、◎：市）

将来予測される影響
（〇：国、◎：市）

影響評価
重大性 緊急性 確信度

農業

水稲

○既に全国で、気温の上昇による品
質の低下（白未熟粒の発生、一等
米比率の低下等）等の影響が確認
されている。

○一部の地域や極端な高温年には
収量の減少も見られている。

○一部の地域では、気温上昇により
生育期間が早まることで、登熟期
間前後の気象条件が変化するこ
とによる影響が生じている。

○21 世紀末には、コメの収量は全
国的に増加から減少に転じるほ
か、高温リスクを受けやすいコメ
の割合が著しく増加することを
予測するシナリオがある。

○乳白米の発生割合が増加すると
予測され、一等米面積の減少によ
り経済損失が大きく増加すると
推計されている。

○CO2 濃度の上昇による施肥効果
は気温上昇により低下する可能
性がある。

○降水パターンの変化はコメの年
間の生産性を変動させ、気温によ
る影響を上回ることも想定され
る。出穂期の冠水でのコメの減収
率が最も高く、整粒率が最も低く
なる試験結果もある。

● ● ●

果樹

○かんきつでの浮皮、生理落果、り
んごでの着色不良、日焼け、日本
なしの発芽不良、もものみつ症、
ぶどうの着色不良、柿の果実軟化
など、近年の温暖化に起因する障
害は、ほとんどの樹種、地域に及
んでいる。

○うんしゅうみかんは、栽培適地は
北上し、内陸部に広がることが予
測されている。ぶどう、もも、お
うとうは、主産県において、高温
による生育障害が発生すること
が想定される。

◎日本なしについて、自発休眠打破
に必要となる低温積算量が減少
し、21 世紀末には低温要求量が
高い品種の栽培が困難となる地
域が広がる可能性がある。ぶど
う、もも、おうとうについては、
高温による生育障害が発生する
ことが想定される。

● ● ●
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【出典：埼玉県の気候変動（熊谷地方気象台・東京管区気象台）】

熊谷気象台の年平均気温の将来予測 熊谷気象台の猛暑日や熱帯夜等の将来予測

熊谷気象台の無降水日の将来予測埼玉県の1時間降水量50mm以上の将来予測

埼玉県の2100年の気温・降水量の将来予測

2℃上昇シナリオ 4℃上昇シナリオ

14.9℃ → 16.2℃ 14.9℃ → 18.8℃

久喜市の2100年の年平均気温の将来予測

平均
気温
（℃）
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久喜市の気候変動の影響評価

2021年11月に改定された国の「気候変動適応計画」及び「気候変動影響評価報告書」、を
踏まえ、久喜市において該当すると想定されるものを抽出し、気候変動の影響評価を整理し
ました。

影響評価凡例
【重大性】●：特に大きい  ◆：特に大きいとは言えない  －：現状では評価できない
【緊急性】●：高い        ▲：中程度       ■：低い   －：現状では評価できない
【確信度】●：高い        ▲：中程度       ■：低い   －：現状では評価できない

分野 項目 既に生じている気候変動影響
（〇：国、◎：市）

将来予測される影響
（〇：国、◎：市）

影響評価
重大性 緊急性 確信度

農業

水稲

○既に全国で、気温の上昇による品
質の低下（白未熟粒の発生、一等
米比率の低下等）等の影響が確認
されている。

○一部の地域や極端な高温年には
収量の減少も見られている。

○一部の地域では、気温上昇により
生育期間が早まることで、登熟期
間前後の気象条件が変化するこ
とによる影響が生じている。

○21 世紀末には、コメの収量は全
国的に増加から減少に転じるほ
か、高温リスクを受けやすいコメ
の割合が著しく増加することを
予測するシナリオがある。

○乳白米の発生割合が増加すると
予測され、一等米面積の減少によ
り経済損失が大きく増加すると
推計されている。

○CO2 濃度の上昇による施肥効果
は気温上昇により低下する可能
性がある。

○降水パターンの変化はコメの年
間の生産性を変動させ、気温によ
る影響を上回ることも想定され
る。出穂期の冠水でのコメの減収
率が最も高く、整粒率が最も低く
なる試験結果もある。

● ● ●

果樹

○かんきつでの浮皮、生理落果、り
んごでの着色不良、日焼け、日本
なしの発芽不良、もものみつ症、
ぶどうの着色不良、柿の果実軟化
など、近年の温暖化に起因する障
害は、ほとんどの樹種、地域に及
んでいる。

○うんしゅうみかんは、栽培適地は
北上し、内陸部に広がることが予
測されている。ぶどう、もも、お
うとうは、主産県において、高温
による生育障害が発生すること
が想定される。

◎日本なしについて、自発休眠打破
に必要となる低温積算量が減少
し、21 世紀末には低温要求量が
高い品種の栽培が困難となる地
域が広がる可能性がある。ぶど
う、もも、おうとうについては、
高温による生育障害が発生する
ことが想定される。

● ● ●
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分野 項目 既に生じている気候変動影響
（〇：国、◎：市）

将来予測される影響
（〇：国、◎：市）

影響評価
重大性 緊急性 確信度

農業 野菜等

○キャベツ等の葉菜類、ダイコン等
の根菜類、スイカ等の果菜類等の
収穫期が早まる傾向が見られて
おり、生育障害の発生頻度も増加
傾向にある。

○野菜は、栽培時期の調整や品種選
択を適正に行うことで気候変動
影響を回避・軽減できる可能性は
あるものの、さらなる気候変動が
計画的な生産・出荷を困難にする
可能性がある。

◎葉根菜類は、生育期間が比較的短
いため、栽培時期をずらすことで
栽培そのものは継続可能な場合
が多いと想定されるものの、多く
の作目で収穫期が変動している
現状を考えると、今後さらなる温
暖化が、計画的な出荷を困難にす
るだけでなく、全国的な作型・作
期の見直しが迫られる可能性が
高い。

◆ ● ▲

水環境
・

水資源

水環境
（河川）

○全国の河川では、3,121 観測点の
うち、夏季は 73％、冬季は 77％
で水温の上昇傾向が確認されて
いる。

○水温の上昇に伴う水質の変化も
指摘されている。

○河川では､水温の上昇に加え､浮
遊砂量増加、DO（溶存酸素量）の
低下、異臭味の増加等水質の変化
も予測されている。 ◆ ▲ ■

水資源

◎利根川では過去 30 年間で夏、冬
あわせて 10 回の渇水が発生し、
給水制限が実施されている。

○無降水日数の増加が予測されて
おり、渇水の深刻化などが予測さ
れている。

◎国の予測では北日本と中部山地
以外では渇水の深刻化が予測さ
れており、本市においても融雪時
期の早期化による需要期の河川
流量の減少、これに伴う水の需要
と供給のミスマッチが生じると、
水道水、農業用水、工業用水等の
多くの分野に影響を与える可能
性がある。本市においても同様の
影響を受ける可能性が考えられ
る。

● ● ●

自然
生態系

生物季節
○植物の開花や、動物の初鳴きの早
まりが確認されている。

○ソメイヨシノの開花日の早期化
など、様々な種への影響が予測さ
れている。

◆ ● ●

分布や
個体数の
変動

○昆虫や鳥類などにおける分布域
の変化、ライフサイクル等の変化
の事例が確認されている。

◎「特定外来生物」であるクビアカ
ツヤカミキリが久喜市内ですで
に確認されている。

○分布域の変化やライフサイクル
等の変化、種の移動・局地的な消
滅による種間相互作用の変化、生
育地の分断化などが予測されて
いる。

○侵略的外来生物の侵入、定着確率
の増大が予測されている。

● ● ●
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分野 項目 既に確認されている現象
（〇：国、◎：市）

将来予測される影響
（〇：国、◎：市）

影響評価
重大性 緊急性 確信度

自然
災害

水害
(洪水)

○大雨の発生頻度が増加しており、
氾濫危険水位の到達が確認され
ている。

○21 世紀末の大雨の年間発生回数
は現在に比べて増加すると予測
されており、氾濫発生確率が増え
ると予測されている。

● ● ●

水害
（内水)

○都市部では、内水氾濫が頻発し、
床上浸水、床下浸水などの被害が
みられているが、下水道整備によ
り安全度は向上している。

○降雨に対応した下水道を整備し
ても内水氾濫の被害が大きくな
ることが予測されている。特に都
市部の脆弱性が指摘されている。

● ● ●

その他
(強風等)

○台風の発生数は減少しているが、
強度が上がっていることが報告
されている。

○強い台風の増加が予測されてい
る。 ● ● ▲

健康

暑熱

○気温上昇による超過死亡の増加
傾向が確認されている。

○熱中症搬送者数の増加が確認さ
れている。

○熱ストレス超過死亡者数、熱中症
搬送者数が増加すると予測され
ている。

○屋外労働可能な時間が短縮する、
屋外での激しい運動への警戒が
予測されている。

◎暑熱による高齢者の死亡者数の
増加が予測されており、本市にお
いても同様の影響が考えられる。

● ● ●

感染症

○気温上昇による感染性胃腸炎の
流行時期の長期化が確認されて
いる。

○大雨による水源への下水流入に
伴う消化器疾患の発生が予測さ
れている。

● ▲ ▲
○デング熱等の感染症を媒介する
ヒトスジシマカの生息域の拡大
が確認されている。

○デング熱等の感染症リスクが高
まる可能性がある。

○日本脳炎を媒介する蚊の分布域
が拡大する可能性がある。

● ● ▲

その他

○光化学オキシダント濃度の上昇
が確認されている。

◎首都圏での気温上昇による光化
学オキシダント濃度上昇に伴い、
本市においても健康被害が増加
する可能性がある。

◆ ▲ ▲

○脆弱性が高い高齢者・小児・基礎
疾患有病者等への健康影響が報
告されている。

○暑熱による高齢者の死亡者数の
増加が予測されている。 ● ● ▲

産業 産業・
経済活動

○国内では、近年、自然災害に伴う
保険金の支払額が増加している。

○自然災害の増加に伴う保険金支
払額の増加、再保険料の増加する
可能性がある。

● ▲ ▲

市民
生活
・
都市
生活

インフラ
・ライフ
ライン等

○鉄道や航空機等の運休、道路の封
鎖、停電の発生等、風水害が生活
インフラに大きな影響を及ぼし
ている。

○大雨や渇水の頻度の増加等によ
り、上下水道や電気、鉄道等のイ
ンフラ・ライフライン、廃棄物の
適正処理等にさらなる影響が及
ぶ可能性がある。

● ● ●

文化・歴
史などを
感じる
暮らし

○サクラ、イチョウ、セミ、野鳥等
の動植物の季節の変化がみられ
る。桜の開花の早期化により地域
の行事・観光業への影響がみられ
る。

○サクラの開花から満開までに必
要な日数が短くなり、花見ができ
る日数の減少、観光への影響が予
測されている。

◆ ● ●

暑熱によ
る生活へ
の影響

○ヒートアイランド現象の進行と
気候変動の重なりによる都市域
での大幅な気温上昇が懸念され
ている。

○都市化によるヒートアイランド
現象に、気候変動による気温上昇
が重なることで、都市域では大幅
に気温が上昇する可能性がある。

● ● ●
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分野 項目 既に生じている気候変動影響
（〇：国、◎：市）

将来予測される影響
（〇：国、◎：市）

影響評価
重大性 緊急性 確信度

農業 野菜等

○キャベツ等の葉菜類、ダイコン等
の根菜類、スイカ等の果菜類等の
収穫期が早まる傾向が見られて
おり、生育障害の発生頻度も増加
傾向にある。

○野菜は、栽培時期の調整や品種選
択を適正に行うことで気候変動
影響を回避・軽減できる可能性は
あるものの、さらなる気候変動が
計画的な生産・出荷を困難にする
可能性がある。

◎葉根菜類は、生育期間が比較的短
いため、栽培時期をずらすことで
栽培そのものは継続可能な場合
が多いと想定されるものの、多く
の作目で収穫期が変動している
現状を考えると、今後さらなる温
暖化が、計画的な出荷を困難にす
るだけでなく、全国的な作型・作
期の見直しが迫られる可能性が
高い。

◆ ● ▲

水環境
・

水資源

水環境
（河川）

○全国の河川では、3,121 観測点の
うち、夏季は 73％、冬季は 77％
で水温の上昇傾向が確認されて
いる。

○水温の上昇に伴う水質の変化も
指摘されている。

○河川では､水温の上昇に加え､浮
遊砂量増加、DO（溶存酸素量）の
低下、異臭味の増加等水質の変化
も予測されている。 ◆ ▲ ■

水資源

◎利根川では過去 30 年間で夏、冬
あわせて 10 回の渇水が発生し、
給水制限が実施されている。

○無降水日数の増加が予測されて
おり、渇水の深刻化などが予測さ
れている。

◎国の予測では北日本と中部山地
以外では渇水の深刻化が予測さ
れており、本市においても融雪時
期の早期化による需要期の河川
流量の減少、これに伴う水の需要
と供給のミスマッチが生じると、
水道水、農業用水、工業用水等の
多くの分野に影響を与える可能
性がある。本市においても同様の
影響を受ける可能性が考えられ
る。

● ● ●

自然
生態系

生物季節
○植物の開花や、動物の初鳴きの早
まりが確認されている。

○ソメイヨシノの開花日の早期化
など、様々な種への影響が予測さ
れている。

◆ ● ●

分布や
個体数の
変動

○昆虫や鳥類などにおける分布域
の変化、ライフサイクル等の変化
の事例が確認されている。

◎「特定外来生物」であるクビアカ
ツヤカミキリが久喜市内ですで
に確認されている。

○分布域の変化やライフサイクル
等の変化、種の移動・局地的な消
滅による種間相互作用の変化、生
育地の分断化などが予測されて
いる。

○侵略的外来生物の侵入、定着確率
の増大が予測されている。

● ● ●
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分野 項目 既に確認されている現象
（〇：国、◎：市）

将来予測される影響
（〇：国、◎：市）

影響評価
重大性 緊急性 確信度

自然
災害

水害
(洪水)

○大雨の発生頻度が増加しており、
氾濫危険水位の到達が確認され
ている。

○21 世紀末の大雨の年間発生回数
は現在に比べて増加すると予測
されており、氾濫発生確率が増え
ると予測されている。

● ● ●

水害
（内水)

○都市部では、内水氾濫が頻発し、
床上浸水、床下浸水などの被害が
みられているが、下水道整備によ
り安全度は向上している。

○降雨に対応した下水道を整備し
ても内水氾濫の被害が大きくな
ることが予測されている。特に都
市部の脆弱性が指摘されている。

● ● ●

その他
(強風等)

○台風の発生数は減少しているが、
強度が上がっていることが報告
されている。

○強い台風の増加が予測されてい
る。 ● ● ▲

健康

暑熱

○気温上昇による超過死亡の増加
傾向が確認されている。

○熱中症搬送者数の増加が確認さ
れている。

○熱ストレス超過死亡者数、熱中症
搬送者数が増加すると予測され
ている。

○屋外労働可能な時間が短縮する、
屋外での激しい運動への警戒が
予測されている。

◎暑熱による高齢者の死亡者数の
増加が予測されており、本市にお
いても同様の影響が考えられる。

● ● ●

感染症

○気温上昇による感染性胃腸炎の
流行時期の長期化が確認されて
いる。

○大雨による水源への下水流入に
伴う消化器疾患の発生が予測さ
れている。

● ▲ ▲
○デング熱等の感染症を媒介する
ヒトスジシマカの生息域の拡大
が確認されている。

○デング熱等の感染症リスクが高
まる可能性がある。

○日本脳炎を媒介する蚊の分布域
が拡大する可能性がある。

● ● ▲

その他

○光化学オキシダント濃度の上昇
が確認されている。

◎首都圏での気温上昇による光化
学オキシダント濃度上昇に伴い、
本市においても健康被害が増加
する可能性がある。

◆ ▲ ▲

○脆弱性が高い高齢者・小児・基礎
疾患有病者等への健康影響が報
告されている。

○暑熱による高齢者の死亡者数の
増加が予測されている。 ● ● ▲

産業 産業・
経済活動

○国内では、近年、自然災害に伴う
保険金の支払額が増加している。

○自然災害の増加に伴う保険金支
払額の増加、再保険料の増加する
可能性がある。

● ▲ ▲

市民
生活
・
都市
生活

インフラ
・ライフ
ライン等

○鉄道や航空機等の運休、道路の封
鎖、停電の発生等、風水害が生活
インフラに大きな影響を及ぼし
ている。

○大雨や渇水の頻度の増加等によ
り、上下水道や電気、鉄道等のイ
ンフラ・ライフライン、廃棄物の
適正処理等にさらなる影響が及
ぶ可能性がある。

● ● ●

文化・歴
史などを
感じる
暮らし

○サクラ、イチョウ、セミ、野鳥等
の動植物の季節の変化がみられ
る。桜の開花の早期化により地域
の行事・観光業への影響がみられ
る。

○サクラの開花から満開までに必
要な日数が短くなり、花見ができ
る日数の減少、観光への影響が予
測されている。

◆ ● ●

暑熱によ
る生活へ
の影響

○ヒートアイランド現象の進行と
気候変動の重なりによる都市域
での大幅な気温上昇が懸念され
ている。

○都市化によるヒートアイランド
現象に、気候変動による気温上昇
が重なることで、都市域では大幅
に気温が上昇する可能性がある。

● ● ●
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【あ行】

一般廃棄物（4）
産業廃棄物以外の廃棄物。一般廃棄物はさらに「ごみ」と「し尿」に分類される。また、「ごみ」は

一般家庭の日常生活に伴って生じた「家庭ごみ」と商店、オフィス、レストラン等の事業活動によっ
て生じた「事業系ごみ」に分類される。
温室効果ガス排出量の対象となる区分においては、家庭及び事業所からの可燃ごみに含まれるプラ

スチック類や合成繊維などの化石燃料由来のごみの焼却に伴う CO2排出。

イノベーション（93）
新しい方法、仕組み、習慣などを導入すること。新製品の開発、新生産方式の導入、新市場の開拓、

新原料・新資源の開発、新組織の形成などによって、経済発展や景気循環がもたらされるとする概念。

運輸部門（30）
温室効果ガス排出量の対象となる区分のうち、自家用車、貨物車、二輪車などの自動車利用、鉄道

運行に伴うCO2排出。

エコドライブ（39）
車を運転する上で簡単に実施できる環境対策で、二酸化炭素（CO２）などの排出ガスの削減に有効

とされている。
主な内容として、余分な荷物を載せない、アイドリング・ストップの励行、急発進や急加速、急ブレ

ーキを控える、適正なタイヤ空気圧の点検などがある。

エコライフ（73）
環境にやさしい暮らし（ライフスタイル）をいう。具体的には、自動車の不要な利用を差し控える、

バスや電車などの公共交通機関を利用する、水の節約を心がける、生ごみや食用油を流さない、商品
の購入に当たってはリサイクル可能なものなど環境への負荷の少ないものを購入する、廃棄物の発生
を少なくする、省エネルギーを心がけ二酸化炭素（CO２）の発生を抑制することなどがあげられる。

エネルギー基本計画（13）
2002（平成 14）年に制定されたエネルギー政策基本法に基づき、政府が策定するものであり、「安

全性」、「安定供給」、「経済効率性の向上」、「環境への適合」というエネルギー政策の基本方針に則り、
エネルギー政策の基本的な方向性を示すもの。
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温室効果ガス（12）
地球は太陽から日射を受ける一方、地表面から赤外線を放射しているが、その赤外線を吸収し、熱

を宇宙空間に逃げないように閉じ込めておく温室の効果をもつ気体。「地球温暖化対策の推進に関する
法律」では、二酸化炭素（CO２）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン
類（HFCS）、パーフルオロカーボン類（PFCS）、六ふっ化硫黄（SF6）、三ふっ化窒素（NF３）の７種類
としている。

【か行】

外来種（29）
国外や国内の他地域から人為的（意図的又は非意図的）に移入されることにより、本来の分布域を

越えて生息又は生育することとなる生物種でブラックバスなどが知られている。
外来種のうち、生態系や農林水産業、または人の健康に大きな被害を及ぼすもののことを「侵略的

外来種」とよぶ。2015（平成 27）年 3 月に「我が国の生態系等に被害を及ぼすおそれのある外来種
リスト（生態系被害防止外来種リスト）」が策定され、日本及び海外等での生態系等への被害状況を踏
まえ、日本における侵略性を評価し、リスト化された。

カーボンニュートラル（2）
二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量から、森林などによる吸収量を差し引いてゼロを

達成することを意味する。

家庭部門（30）
温室効果ガス排出量の対象となる区分のうち、家庭における生活活動に伴う CO2排出。自家用車利

用による排出は含まない。

環境基準（21）
環境基本法第 16条の規定に基づき、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持される

ことが望ましい基準」として国が定めるもの。この基準は、公害対策を進めていく上での行政上の目
標として定められるもので、ここまでは汚染してもよいとか、これを超えると直ちに被害が生じると
いった意味で定められるものではない。
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【あ行】
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イノベーション（93）
新しい方法、仕組み、習慣などを導入すること。新製品の開発、新生産方式の導入、新市場の開拓、

新原料・新資源の開発、新組織の形成などによって、経済発展や景気循環がもたらされるとする概念。
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温室効果ガス排出量の対象となる区分のうち、自家用車、貨物車、二輪車などの自動車利用、鉄道
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とされている。
主な内容として、余分な荷物を載せない、アイドリング・ストップの励行、急発進や急加速、急ブレ

ーキを控える、適正なタイヤ空気圧の点検などがある。

エコライフ（73）
環境にやさしい暮らし（ライフスタイル）をいう。具体的には、自動車の不要な利用を差し控える、

バスや電車などの公共交通機関を利用する、水の節約を心がける、生ごみや食用油を流さない、商品
の購入に当たってはリサイクル可能なものなど環境への負荷の少ないものを購入する、廃棄物の発生
を少なくする、省エネルギーを心がけ二酸化炭素（CO２）の発生を抑制することなどがあげられる。

エネルギー基本計画（13）
2002（平成 14）年に制定されたエネルギー政策基本法に基づき、政府が策定するものであり、「安

全性」、「安定供給」、「経済効率性の向上」、「環境への適合」というエネルギー政策の基本方針に則り、
エネルギー政策の基本的な方向性を示すもの。
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を宇宙空間に逃げないように閉じ込めておく温室の効果をもつ気体。「地球温暖化対策の推進に関する
法律」では、二酸化炭素（CO２）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン
類（HFCS）、パーフルオロカーボン類（PFCS）、六ふっ化硫黄（SF6）、三ふっ化窒素（NF３）の７種類
としている。

【か行】

外来種（29）
国外や国内の他地域から人為的（意図的又は非意図的）に移入されることにより、本来の分布域を

越えて生息又は生育することとなる生物種でブラックバスなどが知られている。
外来種のうち、生態系や農林水産業、または人の健康に大きな被害を及ぼすもののことを「侵略的

外来種」とよぶ。2015（平成 27）年 3 月に「我が国の生態系等に被害を及ぼすおそれのある外来種
リスト（生態系被害防止外来種リスト）」が策定され、日本及び海外等での生態系等への被害状況を踏
まえ、日本における侵略性を評価し、リスト化された。

カーボンニュートラル（2）
二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出量から、森林などによる吸収量を差し引いてゼロを

達成することを意味する。

家庭部門（30）
温室効果ガス排出量の対象となる区分のうち、家庭における生活活動に伴う CO2排出。自家用車利

用による排出は含まない。

環境基準（21）
環境基本法第 16条の規定に基づき、「人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持される

ことが望ましい基準」として国が定めるもの。この基準は、公害対策を進めていく上での行政上の目
標として定められるもので、ここまでは汚染してもよいとか、これを超えると直ちに被害が生じると
いった意味で定められるものではない。
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環境基本計画（2）
環境基本計画とは、環境基本法第 15条に基づき、環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大

綱等を定めるもの。2018（平成 30）年に第五次計画が閣議決定された。
『第五次環境基本計画』は SDGs、パリ協定採択後に初めて策定された環境基本計画。SDGs の考え

方も活用しながら、分野横断的な６つの「重点戦略」を設定し、環境政策による経済社会システム、ラ
イフスタイル、技術などあらゆる観点からのイノベーションの創出や、経済・社会的課題の「同時解
決」を実現し、将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成長」につなげていくこととしてい
る。
また、地域の活力を最大限に発揮する「地域循環共生圏」の考え方を新たに提唱し、各地域が自立・

分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合う取組を推進していくこととし
ている。

環境基本法（4）
環境行政を総合的に進めるため、環境保全の基本理念とそれに基づく基本的施策の枠組を定めた基

本的な法律として 1993（平成５）年に制定された。
「環境の保全について、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明ら

かにするとともに、環境の保全に関する施策の基本となる事項を定めることにより、環境の保全に関
する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄
与するとともに人類の福祉に貢献することを目的」としている。

環境教育（5）
持続可能な社会の構築を目指して、家庭、学校、職場、地域その他のあらゆる場において、環境と社

会、経済及び文化とのつながりその他環境の保全についての理解を深めるために行われる環境の保全
に関する教育及び学習のこと。

環境負荷（29）
人の活動により環境に加えられる影響で、環境を保全する上で支障をきたすおそれのあるものをい

う。工場からの排水、排ガスのほか、家庭からの排水、ごみの排出、自動車の排気ガスなど、事業活動
や日常生活のあらゆる場面で環境への負荷が生じている。

環境マネジメントシステム（23）
事業組織が環境負荷低減を行うための管理の仕組み。組織のトップが方針を定め、個々の部門が計

画（Plan）をたてて実行（Do）し、点検評価（Check）、見直し（Action）を行う仕組みで、この PDCA
サイクルを繰り返し行うことで継続的な改善を図ることができる。
代表的なものに ISO14001 やエコアクション 21がある。
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緩和策（13）
地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出を抑制するための対策。「緩和策」に対して、地球温暖

化の影響による被害を抑える対策を「適応策」という。

気候変動適応法（4）
気候変動への適応の推進を目的として 2018（平成 30）年に制定された法律。
地球温暖化その他の気候の変動に起因して、生活、社会、経済及び自然環境における気候変動影響

が生じていること並びにこれが長期にわたり拡大するおそれがあることに鑑み、気候変動適応に関す
る計画の策定、気候変動適応影響及び気候変動適応に関する情報の提供その他必要な措置を講ずるこ
とにより、気候変動適応を推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与す
ることを目的とする。

業務その他部門（30）
温室効果ガス排出量の対象となる区分のうち、事務所・ビル、商業・サービス業などにおける事業

活動に伴うCO2排出。事業活動に伴う自動車利用による排出は含まない。

グリーンインフラ（63）
自然環境が有する多様な機能を積極的に活用して、地域の魅力・居住環境の向上や防災・減災等の

多様な効果を得ようとするもの。

光化学オキシダント（44）
大気中の窒素酸化物、炭化水素などが紫外線を受けて光化学反応を起こし生成される二次汚染物質

で、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートなどの酸化性物質の総称である。春から秋にかけて、
風が弱く晴れた日には、窒素酸化物や光化学オキシダントが大気中に停滞し、遠くがかすんで見える
ようになる（光化学スモッグ）。光化学スモッグが発生すると、目がチカチカしたり、呼吸が苦しくな
ったりする。

【さ行】

再使用（リユース）（58）
いったん使用された製品や部品、容器等を再使用すること。

再生可能エネルギー（5）
自然の営みから半永久的に得られ、継続して利用できるエネルギーの総称。太陽光や太陽熱、水力、

風力、バイオマス、地熱、大気中の熱、その他の自然界に存在する熱など、一度利用しても比較的短期
間に再生が可能であり、資源が枯渇せず、二酸化炭素（CO2）を排出しない（増加させない）地球環境
への負荷が少ないエネルギーといわれている。

再生利用（リサイクル）（17）
廃棄物等を「原材料」として再利用すること。
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環境基本計画（2）
環境基本計画とは、環境基本法第 15条に基づき、環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大

綱等を定めるもの。2018（平成 30）年に第五次計画が閣議決定された。
『第五次環境基本計画』は SDGs、パリ協定採択後に初めて策定された環境基本計画。SDGs の考え

方も活用しながら、分野横断的な６つの「重点戦略」を設定し、環境政策による経済社会システム、ラ
イフスタイル、技術などあらゆる観点からのイノベーションの創出や、経済・社会的課題の「同時解
決」を実現し、将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成長」につなげていくこととしてい
る。
また、地域の活力を最大限に発揮する「地域循環共生圏」の考え方を新たに提唱し、各地域が自立・

分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合う取組を推進していくこととし
ている。

環境基本法（4）
環境行政を総合的に進めるため、環境保全の基本理念とそれに基づく基本的施策の枠組を定めた基

本的な法律として 1993（平成５）年に制定された。
「環境の保全について、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明ら

かにするとともに、環境の保全に関する施策の基本となる事項を定めることにより、環境の保全に関
する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の国民の健康で文化的な生活の確保に寄
与するとともに人類の福祉に貢献することを目的」としている。

環境教育（5）
持続可能な社会の構築を目指して、家庭、学校、職場、地域その他のあらゆる場において、環境と社

会、経済及び文化とのつながりその他環境の保全についての理解を深めるために行われる環境の保全
に関する教育及び学習のこと。

環境負荷（29）
人の活動により環境に加えられる影響で、環境を保全する上で支障をきたすおそれのあるものをい

う。工場からの排水、排ガスのほか、家庭からの排水、ごみの排出、自動車の排気ガスなど、事業活動
や日常生活のあらゆる場面で環境への負荷が生じている。

環境マネジメントシステム（23）
事業組織が環境負荷低減を行うための管理の仕組み。組織のトップが方針を定め、個々の部門が計

画（Plan）をたてて実行（Do）し、点検評価（Check）、見直し（Action）を行う仕組みで、この PDCA
サイクルを繰り返し行うことで継続的な改善を図ることができる。
代表的なものに ISO14001 やエコアクション 21がある。
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ることを目的とする。

業務その他部門（30）
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再使用（リユース）（58）
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自然の営みから半永久的に得られ、継続して利用できるエネルギーの総称。太陽光や太陽熱、水力、
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間に再生が可能であり、資源が枯渇せず、二酸化炭素（CO2）を排出しない（増加させない）地球環境
への負荷が少ないエネルギーといわれている。

再生利用（リサイクル）（17）
廃棄物等を「原材料」として再利用すること。
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産業部門（30）
温室効果ガス排出量の対象となる区分のうち、農林水産業、建設業、鉱業、製造業における事業活

動に伴うCO2排出。事業活動に伴う自動車利用による排出は含まない。

次世代自動車（34）
運輸部門からの二酸化炭素（CO2）削減のため、ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイ

ブリッド自動車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル自動車等を「次世代自動車」として政府が定
め、2030 年までに新車乗用車の 5～7割を次世代自動車とする目標を掲げている。

自然共生社会（5）
生物多様性が適切に保たれ、自然の循環に沿う形で農林水産業を含む社会経済活動を自然に調和し

たものとし、様々な自然とのふれあいの場や機会を確保することにより、自然の恵みを将来にわたっ
て享受できる社会のこと。

循環型社会（2）
天然資源の消費量を減らして、環境負荷をできるだけ少なくした社会のこと。従来の「大量生産・

大量消費・大量廃棄型社会」に代わり、今後目指すべき社会像として、2000（平成 12）年に制定され
た循環型社会形成推進基本法で定義されている。

循環型社会形成推進基本計画（14）
循環型社会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るための計画で、2018（平成 30）年に第四次計画が閣議決定された。
『第四次循環型社会形成推進基本計画』においては、環境・経済・社会の統合的向上に向けた重要

な方向性として、「地域循環共生圏形成による地域活性化」「ライフサイクル全体での徹底的な資源循
環」「適正処理の更なる推進と環境再生」などを掲げている。

省エネルギー（5）
エネルギーを消費していく段階で、無駄なく・効率的に利用し、エネルギー消費量を節約すること。

食品ロス（2）
売れ残りや期限切れの食品、食べ残しなど、本来食べられるのに廃棄されている食品のこと。

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）（2）
新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）の感染によって引き起こされる急性呼吸器疾患（COVID-19）。

2019（令和元）年に発生し、世界的に流行している。
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スマートコミュニティ（29）
ICT 等の新技術を活用しつつ、マネジメント(計画、整備、管理・運営等)の高度化により、基礎イン

フラと生活インフラ・サービスを効率的に管理・運営し、環境に配慮しながら、人々の生活の質を高
め、継続的な経済発展を目的とした新しいまちのこと。

生態系（43）
空間に生きている生物（有機物）と、生物を取り巻く非生物的な環境（無機物）が相互に関係しあっ

て、生命（エネルギー）の循環をつくりだしているシステムのこと。
空間とは、地球という巨大な空間や、森林、草原、湿原、湖、河川などのひとまとまりの空間を表

し、例えば、森林生態系では、森林に生活する植物、昆虫、脊椎動物、土壌動物などあらゆる生物と、
水、空気、土壌などの非生物が相互に作用し、生命の循環をつくりだすシステムが保たれている。

生物多様性（2）
遺伝子・種・生態系レベルなどで多くの生きものの種が存在すること。様々な生きものが存在する

「種の多様性」だけでなく、同じ種の中の「遺伝子の多様性」や、動物、植物、微生物がおりなす「生
態系の多様性」も含まれる。

生物多様性基本法（4）
2008（平成 20）年に制定された、生物多様性の保全及び持続可能な利用について基本原則を定め、

国、地方公共団体、事業者、国民及び民間の団体の責務を明らかにするとともに、生物多様性の保全
及び持続可能な利用に関する施策の基本となる事項を規定した法律である。
生物多様性に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、生物多様性から得られる恵沢を将来にわた

って享受できる自然と共生する社会の実現を図り、あわせて地球環境の保全に寄与することを目的と
する。

生物多様性国家戦略2012-2020（4）
「愛知目標」の達成に向けた日本のロードマップで、年次目標を含む日本の国別目標とその達成に

向けた主要行動目標を定め、目標の達成状況を測る指標を設定している。また、2020（令和２）年度
までに重点的に取り組むべき施策の方向性として、生物多様性を社会に浸透させる、地域における人
と自然の関係を見直し再構築する、森・里・川・海のつながりを確保する、地球規模の視野を持って行
動する、科学的基盤を強化して政策に結びつける、という「５つの基本戦略」を設定している。
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128

その他ガス（30）
温室効果ガス排出量の対象となる区分のうち、セメント、生石灰、ソーダ石灰ガラスの製造に伴う

CO2排出、一般廃棄物の焼却処分に伴うCH4、N2Oの排出、下水処理に伴う CH4、N2Oの排出、水田
耕作に伴うCH4排出。

【た行】

太陽光発電（13）
シリコン等の半導体に光を照射することにより電力が生じる性質を利用して、太陽光によって発電

を行う方法のこと。

脱炭素社会（5）
地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量と森林などによる吸収量が相殺され、温室効果ガス

排出量が「実質ゼロ」を目指す社会のこと。

地球温暖化（2）
人間の活動の拡大により二酸化炭素（CO２）をはじめとする温室効果ガスの濃度が増加し、地表面

の温度が上昇すること。

地球温暖化対策計画（4）
地球温暖化対策の推進に関する法律第 8 条に基づき、総合的かつ計画的に地球温暖化対策を推進す

るため、温室効果ガスの排出抑制・吸収の目標、事業者・国民等が講ずべき措置に関する具体的事項、
目標達成のために国・地方公共団体が講ずべき施策等について国が定める計画。

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）（3）
気候変動枠組条約第 3回締約国会議（COP3）で採択された「京都議定書」を受けて、まず、第一歩

として、国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって地球温暖化対策に取り組むための枠組みを
定めた法律。1998（平成 10）年 10月の参議院本会議で可決され、公布された。地球温暖化対策に関
して国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにし、地球温暖化対策に関する基本方針を定
めることにより対策の推進を図り、現在そして将来の国民の健康で文化的な生活の確保、人類の福祉
への貢献をすることを目的としている。

適応策（13）
気候変動の影響が避けられない場合、その影響に対処し、被害を回避・軽減していく対策。自然災

害対策や熱中症対策、ヒトスジシマカなどが媒介する感染症への対策などがある。

デング熱（63）
ヒトスジシマカなどが媒介するデングウイルスが感染しておこる急性の熱性感染症で、発熱、頭痛、

筋肉痛や皮膚の発疹などが主な症状。
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電力排出係数（CO2排出係数）（30）
電力 1kWhを発電する際にどれだけの二酸化炭素（CO２）を排出したかの目安となる。電力使用量

（kWh）に電力会社の電力排出係数（kg-CO2/kWh）を乗じることで、使用した電力によって排出さ
れた二酸化炭素（CO２）を算出する。

特定外来生物（11）
2004（平成 16）年に制定された特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律に基

づき、外来生物（海外起源の外来種）であって、生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害を及ぼす
もの、又は及ぼすおそれがあるものの中から指定される。
特定外来生物は、生きているものに限られ、個体だけではなく、卵、種子、器官なども含まれる。飼

育・栽培、運搬、輸入、野外への放出、譲渡などが規制される。

【な行】

燃料電池（42）
燃料電池は、水素と酸素を化学反応させて、直接電気を発生させる装置で、発電の際には水しか排

出されないクリーンなシステムである。燃料電池を応用した製品として、家庭用のエネファーム、燃
料電池で発電し電動機の動力で走る燃料電池車などがある。

ニューノーマル（2）
「New（新しい）」と「Normal（常態）」を掛け合わせた言葉で、近年では、新型コロナウィルス感

染症（COVID-19）の影響を受けて変化した、新しい生活様式や働き方などのことを指す言葉として
用いられている。

【は行】

バイオマス（96）
動植物から生まれた再生可能な有機性資源のことで、代表的なものに、家畜排泄物や生ごみ、木く

ず、もみがら等がある。
バイオマスは燃料として利用されるだけでなく、エネルギー転換技術により、エタノール、メタン

ガス、バイオディーゼル燃料などを作ることができ、これらを軽油等と混合して使用することにより、
化石燃料の使用を削減できるので、地球温暖化防止に役立てることができる。

発生抑制（リデュース）（29）
廃棄物の発生自体を抑制すること。リデュースのためには、事業者には原材料の効率的利用、使い

捨て製品の製造・販売等の自粛、製品の長寿命化など製品の設計から販売にいたる全ての段階での取
組が求められる。また、消費者は、使い捨て製品や不要物を購入しない、過剰包装の拒否、良い品を長
く使う、食べ残しを出さないなどライフスタイル全般にわたる取組が必要。
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パリ協定（2）
2015（平成 27）年 12月にフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議

（COP21）において採択された「京都議定書」以降の新たな地球温暖化対策の法的枠組みとなる協定
である。
世界共通の長期目標として、地球の気温上昇を「産業革命前に比べ 2℃よりもかなり低く」抑え、

「1.5℃未満に抑えるための努力をする」、「主要排出国を含むすべての国が削減目標を５年ごとに提
出・更新する」、「共通かつ柔軟な方法で、その実施状況を報告し、レビューを受ける」ことなどが盛り
込まれている。

ヒートアイランド現象（2）
都市部が郊外と比べて気温が高くなり等温線を描くとあたかも都市を中心とした「島」があるよう

に見える現象。都市部でのエネルギー消費に伴う熱の大量発生と、都市の地面の大部分がコンクリ－
トやアスファルトなどに覆われた結果、夜間気温が下がらないことにより発生する。

不法投棄（11）
廃棄物を法令や条例に基づき適正に処理せず、みだりに道路や空き地(自らの土地を含む)等に捨て

る行為。

【ま行】

マイクロプラスチック（22）
一般に 5mm 以下の微細なプラスチック類。近年は海洋生態系への影響が懸念されている。プラス

チックごみが波や紫外線等の影響により小さくなることや、洗顔料や歯磨き粉にスクラブ剤として使
われてきたプラスチックの粒子や合成繊維の衣料の洗濯等によっても発生する。製造の際に化学物質
が添加されていたり、プラスチックの漂流の際に化学物質が吸着することにより、有害物質が含まれ
ていることがある。含有・吸着する化学物質が食物連鎖に取り込まれることによる生態系に及ぼす影
響が懸念されている。

水循環基本法（14）
健全な水循環の維持または回復に向けた総合的な施策を推進するため 2017（平成 29）年に制定さ

れた法律。
「水循環に関する施策を総合的かつ一体的に推進し、もって健全な水循環を維持し、又は回復させ、

我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上に寄与すること」を目的としている。
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【英数】

COP（92）
締約国会議（Conference of the Parties）を意味し、環境問題に限らず、多くの国際条約の中で、

その加盟国が物事を決定するための最高決定機関として設置されている。気候変動枠組条約のほか、
生物多様性や砂漠化対処条約等の締約国会議があり、開催回数に応じて COP の後に数字が入る。

FIT（32）
再生可能エネルギーの固定価格買取制度（Feed-in Tariff）のこと。再生可能エネルギーにより発

電された電気の買取価格を法令で定める制度で、主に再生可能エネルギーの普及拡大を目的としてい
る。再生可能エネルギー発電事業者は、発電した電気を電力会社などに、一定の価格で、一定の期間
にわたり売電できる。

IPCC（12）
気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change）。1988（昭和

63）年に、国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）により設立。世界の政策決定者に対し、
正確でバランスの取れた科学的知見を提供し、「気候変動枠組条約」の活動を支援する。5～7 年ごと
に地球温暖化について網羅的に評価した評価報告書を発表するとともに、適宜、特別報告書や技術報
告書、方法論報告書を発表している。

V2H（40）
Vehicle to Home の略称であり、電気自動車（EV）に蓄えた電力を家庭で利用するシステムのこと。
利用するためには V2H 対応の電気自動車、電気自動車に蓄電している直流電力を家庭で使用可能な

交流電力に変換する EV 用パワーコンディショナーが必要となる。

ZEB（39）
Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、「ゼブ」と呼ばれる。快

適な室内環境を実現しながら、省エネ性能の向上と再生可能エネルギーの活用により、建物で消費す
る年間のエネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物。

ZEH（39）
Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の略称で、「ゼッチ」と呼ばれる。

快適な室内環境を実現しながら、省エネ性能の向上と再生可能エネルギーの活用により、建物で消費
する年間のエネルギーの収支をゼロにすることを目指した建物。

5Ｒ（29）
循環型社会を形成していくためのキーワードで、「Refuse（リフューズ：発生回避）」、「Reduce（リ

デュース：発生抑制）」、「Reuse（リユース：再使用）」、「Recycle（リサイクル：再生利用）」、「Repair
（リペア：修理）」のこと。
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